
〇 最初にご確認いただく事 

 

１.ご使用の端末に関して 

パソコン、スマートフォン等の動作に必要な推奨スペックがございます。 

「推奨環境」をご確認ください。 

２.ＭＰラーニングは、お一人様１アカウントでご利用いただいております。 

※ 過去にご利用いただいたことがある方は新規入会申込ではなく、 

過去にご利用になったアカウントを継続して、ご利用頂きますよう 

お願い致します。過去にご利用になったアカウントが不明な場合、 

ＭＰラーニング運営事務局へお問い合わせください。 

 

 

契約条項（MP ラーニング利用規約） 
 

ご登録前に必ずお読みください。 

利用規約をよくお読みいただき、同意いただける場合はチェックを入れてから、お申込みください。 

 

第 1 条（契約の目的） 

本契約は、お客様が、一般社団法人マナラボプラス（以下「当法人」といいます）の提供する e-ラ

ーニングサービス（以下「本サービス」といいます）を利用するにあたり、両者が守るべきルールを

定めたものです。 

 
 

第 2 条（用語の定義） 

この契約で使用する用語は、特に定めがない限り、以下の意味を持ちます。 

サービス： 

 MPラーニングが提供するインターネット上で講座を視聴できる e-ラーニング配信サービスです。

お客様が受講した講座の記録は、公益財団法人日本薬剤師研修センターに提出され、研修認定薬剤

師制度の単位管理に活用されます。 

説明資料： 

 本サービスの内容や料金、受付時間などの詳細が記載された当法人の案内資料です。 

教材： 

 講座を受講する際に使用する学習用資料です。 

 

  



第 3 条（契約の適用範囲） 

本契約は、MP ラーニングの e-ラーニングサービスのご利用に関して適用されます。 

お客様が本サービスを申込み、または利用を開始した時点で、本契約の内容に同意したものとみな

します。 

当法人が別途定める利用ルールや通知事項も本契約の一部とみなされます。 

当法人は必要に応じて本契約を変更することがあり、その際はウェブサイト上などでお知らせしま

す。変更後の内容は、これを通知又は公表した時から効力を持ちます。 

 
 

第 4 条（サービスの提供と一時停止） 

当法人は、合理的かつ誠実な対応により、本サービスを提供いたします。 

以下の場合、サービスを一時的に停止させていただくことがあります。その際、可能な限り事前に

ご案内いたします。 

- 災害や不可抗力により、当法人が管理する設備もしくはシステムの保守を定期的に 

又は緊急に行う場合 

- 緊急対応が必要なトラブル等が発生したとき（通信障害、映像の不具合など） 

必要に応じて、当法人は業務の一部を第三者に再委託する場合がありますが、その際も個人情報や

秘密保持については、適切に管理いたします。 

 
 

第 5 条（ご利用申し込み） 

サービスをご利用いただくには、以下の手順をお取りください： 

本契約の内容をご確認・ご承諾の上、所定の申込フォームに必要事項を正確にご入力の上、お申し

込みください 

 
 

第 6 条（申込の承諾と開始） 

当法人は、お申込み内容を確認・審査した上で、サービスの提供可否を判断いたします。 

お客様は、当法人が定めるご利用料金を期日までに当法人に支払うものとします。 

なお、この料金はいかなる事由があっても返金されないものとします。 

当法人の承諾後、本契約は正式に成立し、ご利用を開始できる状態になります。 

必要に応じて、ログイン情報（ユーザーID・パスワードなど）を発行し、ご案内します。 

以下の場合、お申し込みをお断りする場合があります： 

 - 実在しない、あるいは虚偽の情報があると当法人が判断した場合 

 - クレジットカードが利用停止中の場合 

 - 過去に規約違反・料金未払い等がある場合 

 - 法的な問題がある場合、または未成年で保護者の同意が得られない場合 など



 
 

第 7 条（登録情報の変更） 

ご登録内容に変更があった場合は、速やかにお知らせください。 

必要に応じて、サービス提供を一時停止・契約解除することがあります。 

ご連絡がない場合、通知等が届かなくても責任は負いかねます。 

 
 

第 8 条（受講データの提出） 

本サービスで各講座の受講を終えたお客様に対し、受講データ（３コンテンツで１単位）を薬剤師

研修・認定電子システム（以下「PECS」といいます）に当法人より月２回（15 日・月末）提出しま

す。なお、３コンテンツ目の受講完了日が単位取得日となります。また、PECS からエラーデータと

して返却された場合は、メールなど当法人が適当と判断する方法により、当該お客様に連絡し、当

法人が定める期限までにお客様により修正されたデータを当法人より、再度 PECS に提出します。 

 
 

第 9 条（ご利用環境の整備） 

本サービスをご利用いただくためには、通信回線・機器・ソフトウェアなどをお客様ご自身でご用

意いただきます。 

通信費、ソフトウェアのダウンロードなどに関わる費用もお客様負担となります。 

お客様が準備された機器や設定された環境による不具合や損害について、当法人では責任を負いか

ねます。 

 
 

第 10 条（ご利用に際してのお願い・禁止事項） 

お客様には、ユーザーID・パスワードの適切な管理をお願いします。 

 - 一つの ID は、お一人のみ利用可能です（複数人での利用はできません） 

 - 不正使用や忘失があった場合は、速やかにご連絡ください 

次のような行為は禁止されております： 

 - 法令違反、公序良俗に反する行為 

 - 他人への誹謗中傷や個人情報の無断配信 

 - 他人になりすます行為 

 - 著作権や知的財産権を侵害する行為 

 - サービス運営を妨げる行為 

これらに違反した場合、サービスの停止・情報の削除等を行うことがあります。 

 

  



第 11 条（著作権と利用範囲） 

サービスで提供される教材・映像・資料の著作権は、当法人または関係企業に帰属します。 

無断での複製・転載・録音・録画等は禁止されております。 

ご利用は、受講目的の範囲内に限られます。 

 
 

第 12 条（個人情報の取扱い） 

お 客 様 の 個 人 情 報 は 、 当 法 人 の ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 し た 個 人 情 報 保 護 方 針

（https://www.manalabplus.jp/privacy/）及び別途定める個人情報取扱規定に基づき、適切に管理・

利用いたします。 

 
 

第 13 条（責任範囲） 

お客様が本契約に違反して損害を与えた場合、当法人は賠償を請求させていただく場合があります。 

サービスの利用によって第三者とトラブルになった場合は、お客様の責任で解決いただきます。 

サービスは最大限の注意をもって提供しますが、特定の目的を満たすことや成果を保証するもので

はありません。 

万が一、当法人に賠償責任が生じた場合、その限度額は当該事由が生じた日から過去 12 ヶ月間にお

支払いいただいた利用料金の範囲内とします。 

 
 

第 14 条（不可抗力） 

地震・火災・停電・自然災害など、当法人の管理外の事由によってサービス提供が困難になった場

合、当法人は責任を負いません。 

 
 

第 15 条（契約の期間） 

契約は当法人が申し込みを承諾した月の翌月 1 日から 1 年間有効です。 

契約終了後も、第９条から第１３条、第１６条及び第１７条は、引き続き有効です。 

 

  

https://www.manalabplus.jp/privacy/


第 16 条（契約解除・利用停止） 

以下の場合には、当法人は契約の解除・利用停止を行うことがあります。 

- お客様が本契約に違反し、是正されない場合 

- お客様又はその所属先機関が破産、再生又は会社更生の申し立てをするなど、 

信用状態が悪化したことが明らかになった場合（これに準ずる場合を含む） 

 - 法令違反、公序良俗に反する行為災害や不可抗力などのやむを得ない事由に 

より、本サービスの提供が困難となった場合 

 - 上記の各事由に準ずるような事態が生じた場合 

この場合においては、当法人が適当と判断する方法で、通知又は公表するものとします。 

ただし、やむを得ない事情により、通知できない場合はこの限りではないものとします。 

 
 

第 17 条（契約の譲渡） 

お客様は、当法人の書面による事前同意なく、本契約上の権利・義務を第三者へ譲渡・売買すること

はできません。 

 
 

第 18 条（反社会的勢力の排除） 

サービス利用契約の当事者・受講者・団体利用の場合の団体及び団体の役員（以下「利用者等」とい

います。）は、現在かつ将来にわたり、反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団

関係企業、総会屋等、社会運動等標榜ゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者を

いいます）に該当しないこと、また暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、取引に

関して脅迫的な言動をして暴力を用いる行為、風説を流布し偽計を用いまたは威力を用いて信用を

毀損しまたは業務を妨害する行為、その他これらに準ずる行為を行わないことを将来にわたって表

明するものとします。 

なお、利用者等がこの定めに違反したと当社が判断した場合、何らの催告を要することなく、本契

約を解除し、またはサービスの提供を終了することができるものとします。 

 
 

第 19 条（準拠法および管轄） 

契約内容に疑義が生じた場合は、誠実に協議し解決を目指します。 

本契約は日本法に基づき解釈されます。 

訴訟の必要が生じた場合は、当法人の登記上の主たる事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の

専属管轄裁判所とします。 

 
以上 

施行日：2025 年 7 月 1 日 


